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会計法第29条の
3第4項（企画競
争）公募型ﾌﾟﾛ
ﾎﾟｰｻﾞﾙ契約

- 10,593,000 10,494,000 99.0% - - - 1 0 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。
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別紙様式３

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日
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公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開
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